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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、株主の皆様をはじめとする様々なステークホルダーの利益を損なうことのない、迅速かつ適正な意思決定と業務執行を確保し、長期安定
的な成長を実現するための効率的な経営体制の確立を基本方針として、コーポレート・ガバナンスの充実・強化に努めております。

また、連結経営のもとでグループ会社を含めた適法経営を確保するため、事業運営上の様々なリスク管理を根幹とする内部統制システムを構築
し、企業としての社会的責任を忠実に果たしてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則4-1-3】後継者計画の策定

最高経営者を含む取締役、監査役および経営陣幹部の指名にあたっては、これまでの経験、知識および能力を総合的に判断のうえ、取締役会に
て決定しております。現時点で最高経営責任者等の後継者に関する具体的な計画は有しておりませんが、今後必要に応じて検討を進めてまいり
ます。また、後継者候補の育成についても後継者計画と併せて検討を進めてまいります。

【補充原則4-3-3】CEOの解任手続

現時点でCEOの解任に相当する一律の評価基準や要件を定めておりませんが、最高経営者を含む取締役、監査役および経営陣幹部の指名にあ
たっては、これまでの経験、知識および能力を総合的に判断のうえ、取締役会にて決定しており、明確な法令違反があった場合には直ちに解任す
ることとしております。

【補充原則4-10-1】任意の諮問委員会の設置

現在、取締役の指名・報酬に関しては、下記原則3-1に記載のとおり、取締役会の決議により決定しております。

現時点で指名・報酬委員会等の独立した諮問委員会を設置しておりませんが、さらなる透明性・公平性の確保を目的として、2023年度より、独立
社外取締役を主構成員とする指名・報酬委員会の設置および運営開始を検討しております。

【補充原則4-13-3】内部監査部門と取締役・監査役との連携

内部監査部による内部監査結果は、代表取締役社長および常勤監査役へ報告されるスキームが確立しており、代表取締役社長および常勤監査
役は必要に応じて取締役会へ共有しております。

内部監査部門による取締役会および監査役会への直接報告を行うスキームの構築については今後検討を進めてまいります。

【補充原則5-2-1】経営戦略の策定における事業ポートフォリオの基本的方針等

中期経営計画の策定および進捗管理において、事業ポートフォリオに関する基本的方針・戦略に沿った開示を行うほか、ポートフォリオの見直し
状況についても適宜説明を行うよう努めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】いわゆる政策保有株式

当社は、取引関係の維持・強化や業務提携等により、中長期的な企業価値向上に資すると判断される場合のみ、政策保有株式を保有いたします
。中長期的な企業価値向上の視点で保有目的や経済合理性を検証し、保有意義が乏しいと判断した場合は、市場への影響を勘案しつつ売却い
たします。

個別の政策保有株式における継続保有の是非については取引上の利益、配当利回り、資本コスト等を算出し、経済的なメリットや必要性を踏まえ
、総合的に取締役会で検証いたします。

政策保有株式に係る議決権行使については、当該議案が保有先の企業価値向上に資するものであることや、当社の保有目的に合致するもので
あることなどを確認し、適切に行使いたします。

【原則1-7】関連当事者間の取引

当社は、取締役・主要株主との取引について、取締役会の承認を要する旨を取締役会規則において定めており、当該規則に従い運用を行ってお
ります。

【補充原則2-4-1】女性活躍促進を含む社内の多様性の確保

１．多様性確保についての基本的な考え方

当社では、経営理念「常に時代の風を読み、変化する社会の要請に即応しながら、一歩先のテーマに取組み、企業価値の向上と、経営の安定に
努め、ひいては豊かな社会の実現に貢献する」を掲げ、「社会インフラを支える総合物流企業」として「永続的な企業成長の実現」を志向しています
が、そのためには『多様な働き方や人員構成による労働力の確保』、また『多様な価値観から生まれる「自由で創造的な発想」や「柔軟で革新的な
発想」』が必要不可欠であると考えております。将来予想される労働人口の減少局面や、働き方や仕事に対する価値観の多様化に対応するため、
画一的な人材像や働き方などの旧来の雇用意識からの脱却を図り「多様な人材を受容する企業文化の醸成」・「ワークライフバランスの充実」を通
じた柔軟な働き方を推奨し、各従業員の能力・技術・個性が発揮できるよう、ダイバーシティ経営を推進してまいります。



２．測定可能な目標

当社は、上記「多様性確保についての基本的な考え方」に基づき、「多様な人材を活かした魅力ある職場環境の創出」をマテリアリティの１つとして
掲げ、その実現に向けた課題、KPIおよび目標値を設定しております。女性管理職については、現段階における当社の女性社員の育成・登用状況
を踏まえ、「2035年3月期末までに女性管理職比率を4%とする（2022年3月期末比, 同期末実績1.5%）」と設定しました。その他の目標については、

本報告書末尾に掲載のマテリアリティをご参照ください。

なお、外国人の管理職登用については、海外現地法人における経営トップ等の現地起用を進めており、グループ全体としては外国籍社員の登用
が一定程度確保できているとの認識から、現段階では測定可能な目標を設定しておりません。今後、更なる多様性確保に向け、その設定の必要
性については継続検討してまいります。

３．人材育成方針、社内環境整備方針およびその状況

（1）人材育成

当社では、女性社員をはじめ中途採用社員などの多様な人材が、自らの環境・境遇に応じた多様なキャリア形成を実現し、その能力・スキルを十
分に発揮できるよう支援する施策の拡充を進めております。現行では管理職研修などの階層別研修を実施しておりますが、今後については女性
総合職社員をはじめとし、これまでとは異なる側面からターゲットを絞った研修の実施やｅラーニングの研修項目を増加させるなど研修機会を拡充
してまいります。

（2）社内環境整備

当社では、近年の多様化する働き方や仕事に対する価値観の変化を踏まえ、「多様な人材を受容する企業文化の醸成」・「ワークライフバランスの
充実」を推進しております。「多様な人材を受容する企業文化の醸成」の観点では、これまでも企業行動憲章に基づく啓発に努めてまいりましたが
、今後は、例えばアンコンシャスバイアス研修の実施など、より深く浸透・定着させるための施策を検討してまいります。「ワークライフバランスの充
実」については、現行では、業務効率化を通じた労働時間の適正化を進めるとともに、テレワーク環境の整備や業務形態に合わせた時差出勤な
どの柔軟な働き方を推奨しておりますが、さらに子育て世代社員向け制度の拡充など新たな施策の導入も検討しております。

【原則2-6】企業のアセットオーナーとしての機能発揮

当社は確定拠出型年金制度を導入しており、企業年金の積立金は運用しておりません。

【原則3-1】情報開示の充実

（1）経営理念等や経営戦略、経営計画

経営理念、中期経営計画については、当社ホームページ等に開示しております。

（2）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、本報告書「Ｉ.1基本的な考え方」に開示しております。

（3）経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続については、本報告書「２．１【取締役報酬関係】」に記載のとおりであります。

（4）経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うにあたっての方針と手続

取締役、監査役候補者、経営陣幹部の指名に当たっては、これまでの経験、知識および能力を総合的に判断のうえ、取締役会全体の知見・能力
のバランスに配慮して、取締役会で決定しております。なお、社外役員候補者については、当社独立性基準に適合する高い独立性を有する方で、
会社経営の経験や専門分野における深い見識を有し、かつ積極的に提言を行い当社ガバナンスの向上に寄与すると判断した方を選定しておりま
す。

（5）経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名・選解任理由

個々の役員の選解任理由については、「定時株主総会招集ご通知」の株主参考書類等において開示しております。

【補充原則3-1-3】サステナビリティについての取組み等

（1）サステナビリティへの取組み

当社は、企業理念の実現において、サステナビリティ課題への取組みが不可欠であるとの認識のもと、取締役会において、サステナビリティに対
する基本方針の策定とともに、当社が優先すべき重要課題（マテリアリティ）を選定いたしました。サステナビリティの推進は取締役会の下部組織
である「環境保全推進本部」がこれを担い、経営環境の分析と課題の立案、推進計画の策定と社内啓発を行います。

また、気候変動問題への対応については、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）に賛同し、同枠組みに従い気候変動によるリスクと機会
、事業戦略への影響について分析のうえ、温室効果ガスの削減目標・施策を含む開示情報を作成致しました。

なお、サステナビリティに対する基本方針と現状の取組み状況は当社コーポレートサイトに、マテリアリティおよびTCFD提言に基づく開示情報につ
いては本報告書の末尾に、それぞれ掲載しております。

　・基本方針（サステナビリティに対する基本的な考え方）：

　　https://www.kamigumi.co.jp/sustainability/basicapproach.html

　・サステナビリティ関連情報：

　　https://www.kamigumi.co.jp/sustainability/

（2）人的資本・知的財産への投資

当社は、伝統的な技術・ノウハウの承継と、革新的なイノベーションを組み合わせた持続的な企業成長の実現において、「人」が重要な資産である
と考えています。2021-2025年度中期経営計画においても「人材確保・育成強化」を重点戦略の１つとして、教育研修制度のブラッシュアップを含む
人事制度改革に積極的に投資してまいります。また、サステナビリティの観点では「ダイバーシティ」の実現に取り組むため、主に女性の活躍促進
に向けた制度・環境の構築を進めてまいります。

また、知的財産への投資については、同中計で設定した重点戦略「DXによる事業の強化」に基づき、「事業インフラ強化」と「顧客満足向上」に資
するDX分野への戦略的な投資を行ってまいります。

　・中期経営計画：https://www.kamigumi.co.jp/ir/pdf/midtermbusiness.pdf

【補充原則4-1-1】経営陣に対する委任の範囲

当社では、法令上取締役会の専決事項とされている事項以外の業務執行の決定について、事案の軽重に応じて執行役員および監査役で構成さ
れる執行役員会、または社長に委任しております。

なお、これらの区別については取締役会規則その他の社内規程によって明確化しております。

【原則4-9】独立社外取締役の独立性判断基準および資質

当社では、以下の各項目に該当しない人材を高い独立性を有する者と判断し、独立社外役員の候補者に選定しております。

１．現在または過去10年間において、当社または当社の連結子会社の業務執行者であった者

２．現在または過去3年間において下記（1）～（6）のいずれかに該当していた者

（1）当社との1事業年度の取引額が、当社または当該取引先のいずれかの連結売上高の2％を超える取引先またはその業務執行者

（2）当社への出資比率が5％を超える大株主またはその業務執行者

（3）当社の主要な借入先またはその業務執行者

（4）当社より年間1,000万円を超える寄付を受けた者または受けた団体に所属する者

（5）当社より役員報酬以外に年間1,000万円を超える報酬を受けた弁護士、公認会計士、税理士またはコンサルタント等（法人等の団体である場



合は当社からの報酬が当該団体の年間収入の2％を超える団体に所属する者）

（6）当社の業務執行者が他の会社の取締役を兼務している場合における当該他の会社の業務執行者

３．上記１および２に掲げる者の配偶者または二親等以内の親族

【補充原則4-11-1】取締役会としての能力・多様性についての考え方

当社は、取締役会が果たすべき役割に照らし、取締役会が備えるべき専門性等を定義するとともに、それらに基づいて取締役等に対し個別に期
待すべき知識・経験等を一覧化したスキルマトリックスを作成しております。当該スキルマトリックスは、「定時株主総会招集ご通知」の株主参考書
類において開示しております。

【補充原則4-11-2】取締役・監査役の兼務状況

取締役、監査役における他の上場会社の役員兼任状況については、「定時株主総会招集ご通知」の事業報告および株主総会参考書類において
開示しております。

【補充原則4-11-3】取締役会の実効性についての分析・評価

2021年度の取締役会の実効性について、取締役会の出席者である取締役にアンケートを実施し、その回答結果を踏まえ、分析・評価を行いまし
た。

〈取締役会の実効性評価の概要〉

（1）当社の取締役会は、多様な知見・専門性を備えたバランスの取れた構成の下、重要事項の決定に関する審議において、活発な意見交換がな
されており、経営の意思決定および監督の実効性は確保されている。

（2）取締役会の開催頻度や審議時間等については適切である一方、より深い事前検討のため、議案送付の早期化を図ることが望ましい。

（3）中長期的な経営戦略の決定について、より一層議論の深化を図るため、最適な取締役会運営について継続的に議論すべきである。

これらを踏まえ、取締役会の実効性の更なる向上を目指し、必要な施策を適宜検討、実施してまいります。

【補充原則4-14-2】取締役・監査役に対するトレーニングの方針

当社は、取締役・監査役に対するトレーニングとして、新任取締役については、外部セミナーを受講させ自身の職責についての理解を深めさせて
おります。各取締役・監査役についても都度、適当な外部セミナーを受講し知識の研鑽に努めております。また、社外役員については、当社の業
務等に関する知識/理解を深めるため、当社の施設見学/事業の説明会を実施しております。

【原則5-1】株主との建設的な対話に関する方針

当社の株主との建設的な対話に関する方針は、以下のとおりであります。

（1）株主との対話に関する経営陣の指定、（2）社内部署の有機的な連携のための取組み

IR業務は管理部門担当役員が統括し、IR室が中心となって経営企画部、財務部、総務部と連携して株主との対話に当たっております。

（3）個別面談以外の対話の手段の充実に関する取組み

対話の手段として個別面談に加え、決算説明会やホームページによる情報開示を行っており、投資家説明会などの開催も検討してまいります。

（4）株主の意見・懸念のフィードバックのための取組み

株主からの意見/要望のうち当社経営に資すると思われるものは取締役会にフィードバックし、共有されております。

（5）インサイダー情報の管理に対する取組み

株主との対話に際し、社内規程を定め、インサイダー情報を適切に管理し漏洩の防止に努めております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 16,402,100 14.30

かみぐみ共栄会 7,132,064 6.21

㈱日本カストディ銀行（信託口） 5,205,400 4.53

上組社員持株会 3,278,200 2.85

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE SILCHESTER INTERNATIONAL INVESTORS INTERNATION

AL VALUE EQUITY TRUST
2,927,200 2.55

全国共済農業協同組合連合会 2,772,000 2.41

一般財団法人村尾育英会 2,456,222 2.14

日本生命保険相互会社 2,271,643 1.98

住友生命保険相互会社 2,250,500 1.96

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 2,094,498 1.82

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明



―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 倉庫・運輸関連業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 12 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

石橋伸子 弁護士

鈴木三男 その他

保坂　收 その他



松村はるみ 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

石橋伸子 ○

石橋氏が代表社員弁護士を務める弁護
士法人神戸シティ法律事務所、社外監査
役を務める株式会社髙松コンストラクショ
ングループ、社外取締役監査等委員を務
める株式会社ふくおかフィナンシャルグル
ープと当社の間に取引関係はありません
。

石橋氏は、弁護士としての豊富な経験と高い見
識を有しており、主にコンプライアンスの観点か
ら有益なアドバイスをいただけるものと期待し、
過去に社外役員となること以外の方法で企業
経営に直接関与した経験をお持ちではないも
のの、取締役会等を通じ当社のガバナンスの
強化・発展に貢献していただけるものと考え、
社外取締役として選任いたしました。

なお、当社と石橋氏との間には特別の利害関
係がなく、同氏は証券取引所が規定する独立
性基準および当社が定める独立性判断基準を
満たしておりますので、独立役員として指定い
たしました。

鈴木三男 ○

鈴木氏が顧問を務められる東京海上日動
火災保険株式会社、理事長を務める一般
財団法人日本自動車交通安全用品協会
と当社の間に取引関係はありません。

鈴木氏は、警察行政に長年携わり、その間各
県の要職を歴任した経験に基づくコンプライア
ンスや組織運営に関する豊富な知見を有して
おり、企業経営に直接関与した経験をお持ちで
はないものの、取締役会等を通じ当社のガバ
ナンスの強化・発展に貢献していただけるもの
と考え、社外取締役として選任いたしました。

なお、当社と鈴木氏との間には特別の利害関
係がなく、同氏は証券取引所が規定する独立
性基準および当社が定める独立性判断基準を
満たしておりますので、独立役員として指定い
たしました。

保坂　收 ○
保坂氏が顧問を務められるゆたかシッピ
ング株式会社と当社の間に取引関係はあ
りません。

保坂氏は、陸上自衛官の幹部自衛官として、
主に補給・輸送分野に携わった豊富な知見を
有しており、企業経営に直接関与した経験をお
持ちでないものの、取締役会等を通じ当社のガ
バナンスの強化・発展に貢献していただけるも
のと考え、社外取締役として選任いたしました。

なお、当社と保坂氏との間には特別の利害関
係がなく、同氏は証券取引所が規定する独立
性基準および当社が定める独立性判断基準を
満たしておりますので、独立役員として指定い
たしました。

松村はるみ ○

松村氏が社外取締役を務められる株式会
社ロック・フィールド、株式会社Fast Fitnes

s Japan、株式会社AFJ Projectと当社の

間に取引関係はありません。

松村氏は、洋菓子メーカーおよび住宅設備メー
カーの経営に携わられたことによる豊富な知見
を有しており、当社取締役会等を通じ当社のガ
バナンスの強化・発展に貢献していただけるも
のと考え、社外取締役として選任いたしました。

なお、当社と松村氏との間には特別の利害関
係がなく、同氏は証券取引所が規定する独立
性基準および当社が定める独立性判断基準を
満たしておりますので、独立役員として指定い
たしました。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人、内部監査部門と定期的に報告会を開催するなど、意見・情報交換を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

中尾　巧 弁護士

黒田　愛 弁護士

秀島友和 税理士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



中尾　巧 ○
中尾氏と当社との間に特別の利害関係は
ありません。

中尾氏は、長年の検察行政における経験や、
弁護士としての専門的知識を有することに加え
、下記のとおり当社に対し高い独立性を保持さ
れることから、監査業務の遂行や取締役会等
における意見表明を通じ、当社のガバナンスの
強化・発展に貢献していただけるものと判断し、
社外監査役として選任いたしました。

なお、当社と中尾氏との間には特別の利害関
係がなく、同氏は証券取引所が規定する独立
性基準および当社が定める独立性判断基準を
満たしておりますので、独立役員として指定い
たしました。

黒田　愛 ○
黒田氏と当社との間に特別の利害関係は
ありません。

黒田氏は、弁護士としての豊富な経験と高い見
識を有するともに、会社法をはじめとする企業
法務に加え、海外事務所への勤務経験も持た
れ、グローバルに事業展開する当社の社外監
査役として企業活動全般にわたる監査が期待
できることから、企業経営に直接関与した経験
をお持ちではないものの、取締役会等を通じ当
社のガバナンスの強化・発展に貢献していただ
けるものと考え、社外監査役として選任いたし
ました。

なお、当社と黒田氏との間には特別の利害関
係がなく、同氏は証券取引所が規定する独立
性基準および当社が定める独立性判断基準を
満たしておりますので、独立役員として指定い
たしました。

秀島友和 ○
秀島氏と当社との間に特別の利害関係は
ありません。

秀島氏は、税務行政に長年携わった経験や、
税理士として会社税務に関する専門的知識を
有しており、会社経営に直接関与した経験をお
持ちではないものの、監査業務の遂行や取締
役会等における意見表明を通じ、当社のガバ
ナンスの強化・発展に貢献していただけるもの
と判断し、社外監査役として選任いたしました。

なお、当社と秀島氏との間には特別の利害関
係がなく、同氏は証券取引所が規定する独立
性基準および当社が定める独立性判断基準を
満たしておりますので、独立役員として指定い
たしました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 7 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす者をすべて独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

取締役の報酬について、金銭報酬部分におきましては、各役員の職責、職務遂行への対価としての基本部分に加えて、当期の業績水準や業績
への寄与度を加味した報酬体系としております。

また、2019年6月27日開催の第80回定時株主総会において、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ付与および株主価値の共有を
目的として、上記報酬とは別枠で当社取締役（社外取締役を除く）に対して譲渡制限付株式報酬制度の導入を決定いたしました。

詳細につきましては、本報告書「２．１【取締役報酬関係】」に記載のとおりであります。

ストックオプションの付与対象者



該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書および事業報告において、前年度の取締役、監査役、社外役員ごとの報酬等の総額を開示しております。

また、有価証券報告書において連結報酬等の総額が1億円以上である者を個別に開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の取締役の報酬額につきましては、2020年６月26日開催の第81回定時株主総会において、取締役報酬額は年額600百万円以内（うち社外取
締役50百万円以内）、監査役報酬額は年額60百万円以内と決議いただいております。

〈報酬等の内容の決定に関する基本方針〉

１．役員報酬における基本方針

①持続的かつ中長期的な企業価値の向上を目的として、経営理念および経営戦略に合致した職務の遂行を促し、具体的な経営目標の達成を強
く動機付けるものでなければならない。

②業務執行を担う取締役の報酬は、株主との利害共有を図るため、中長期的な企業価値と連動する株式報酬の割合を適切に設定したものとしな
ければならない。

③当社の役員としての重責に相応しい役員報酬体系としなければならない。

２．役員報酬における報酬水準および報酬構成

取締役の報酬水準は、職位および職責（役割）を基本に、会社の業績水準、社会情勢および他社の報酬水準などを勘案して決定するものとし、社
外取締役を除く取締役の報酬構成は、月額基本報酬（現金報酬）、および中長期報酬（株式報酬）で構成するものとしております。

３．月額基本報酬（現金報酬）

月額基本報酬は、各取締役の職位および職責ならびに前年度の業績等に応じて支給額を決定します。具体的には月額基本報酬は、固定給と変
動給で構成され、月額基本報酬のうち約60％に相当する額が各取締役の職位および職責等により定まる固定給であり、約40％が前年の業績等
に応じて支給される変動給になります。

変動給については、職位および職責等に応じて定められた基礎給に対して、前年度の業績等に応じて支給率が変動いたします。なお、基本報酬
額の決定に際して考慮される業績は、当社の中期経営計画で掲げる指標等で取締役会にて決定されます。

４．中長期報酬（株式報酬）

中長期報酬については、対象となる取締役の継続的な経営努力を喚起させるとともに、中長期的な企業価値の向上を促し、継続的な株式保有を
促進するものでなければならないものとしており、2019年６月27日開催の第80回定時株主総会において以下のとおり導入を決議いただいておりま
す。

ア）中長期報酬の概要

社外取締役を除く取締役に対し、当社普通株式であって割当て等に係る契約により譲渡制限等の条件を付した株式（譲渡制限付株式）を割り当て
るため、金銭報酬債権を付与する。

イ）中長期報酬の総額および株式数

譲渡制限付株式の割当てのために付与される金銭報酬債権の総額　　　年額30百万円以内

割り当てられる譲渡制限付株式の総数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間12,000株以内

５．報酬の決定プロセス

取締役の報酬は、社外取締役を含む取締役会の決議により制定した「役員報酬規程」に従い算定しています。「役員報酬規程」は、上記「役員報
酬における基本方針」に沿って、現金報酬および株式報酬の骨子や算式等を具体的に定めた社内規程です。なお、取締役の報酬水準について
は、当社を取り巻く経営環境を踏まえながら、企業価値の向上に向けた適切なインセンティブとなるよう、同業他社や同規模の企業の報酬水準を
ベンチマークとして定期的な分析を行い、必要に応じて見直しを行っております。

６．社外取締役および監査役の報酬

社外取締役および監査役の報酬については、業務執行から独立した客観的な立場から、当社グループ全体の経営を監督あるいは監査するという
役割に鑑み、固定給のみで構成される月額基本報酬（現金報酬）のみで構成しております。

なお、社外取締役の報酬額は、上記のとおり取締役会の決議により制定した「役員報酬規程」に従い算定しており、監査役の報酬額については監
査役の協議により決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】



管理部門が取締役会事務局として、社外取締役・社外監査役への連絡事務その他の必要なサポートを行っております。また、社外監査役の求め
に応じ、社内より適任者を任命し、監査補助者として監査役の業務をサポートできる体制を整えております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（1）業務執行に関する事項

当社は、取締役会による活発な議論を通じた迅速な意思決定により、変化の激しい経営環境に的確に対応するとともに、経営監視の面では、独
立役員たる社外取締役を含めた取締役相互間での監視監督機能に加え、独立役員たる社外監査役を含む各監査役による客観的・専門的な経営
監視機能を確保しており、経営の効率性および適正性の実現を図っております。

また、当社は法令上取締役会の専決事項とされている事項以外の業務執行の決定について、事案の軽重に応じて執行役員および監査役で構成
される執行役員会、または社長に委任することで、意思決定の迅速化と機動的な業務執行の実現に努めております。

（2）監査・監督に関する事項

監査役監査については、社外監査役３名を含む４名の監査役により、監査役会で事業年度ごとに定めた監査の方針、業務の分担に従い、取締役
会その他重要な会議に出席するほか取締役等から営業の報告を聴取するなど、厳格な監査を実施するとともに、必要に応じて、社内より適任者
を監査補助者として任命できる体制を整えております。

なお、社外監査役中には税理士・弁護士の有資格者が存在しております。また、社外監査役はいずれも独立役員に選定され、当社に対する客観
的な視点による監視を行っております。

会計監査については、神陽監査法人を会計監査人に選任しており、会計監査人は事業年度ごとの会計監査計画に基づき、業務執行社員と監査
業務補助者で当社および連結子会社の監査を実施しております。

また、内部監査部、監査役および会計監査人は、事業年度ごとの監査計画の策定および実施等について、定期的な打ち合わせや報告、意見・情
報交換を行い、さらなる監査機能の充実・強化を図っております。

（3）指名および報酬決定等に関する事項

本報告書【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく表示】、「【原則3-1】情報開示の充実」に記載のとおりであります。

（4）責任限定契約

当社は、社外取締役および社外監査役との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締
結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、定款第29条第2項の定めにより、会社法第425条第1項に規定する最低責任限度額としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、前述のとおり独立役員たる社外取締役および社外監査役を選任し、取締役会による迅速な意思決定と、これに対する取締役相互および

監査役による客観的・専門的な経営監視機能を確保しており、これらを通じて経営の効率性・適正性を実現していると考え、現状の体制を採用し

ております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

株主による議決権行使上の利便性向上のため、原則として招集通知の発送日を総会日
の21日前（3週間前）としております。

なお、さらなる株主の利便性向上のため、発送日以前より招集通知を当社ウェブサイトお
よび東京証券取引所にて公開しております。

電磁的方法による議決権の行使
株主による議決権行使上の利便性向上のため、従来の議決権行使書による議決権行使
と併せて、インターネットによる議決権行使を採用しております。　

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

外国人株主の議決権行使環境の向上のため、議決権電子行使プラットフォームを採用し
ております。

招集通知（要約）の英文での提供 外国人株主の議決権行使環境の向上のため、招集通知を英訳し提供しております。

その他

当社グループへの理解促進による適正な市場評価を目的として、重要な経営関連情報の
適時適切な開示に努めるとともに、証券アナリストや機関投資家への決算説明会および
取材対応等を実施しており、これらの取組みが株主総会の活性化および議決権行使の円
滑化につながるものと考えております。



２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

証券アナリストおよび機関投資家を対象として決算説明会を開催いたしており
ます。

あり

IR資料のホームページ掲載
有価証券報告書、決算短信その他のIR資料をホームページ上に掲載しており

ます。また、海外の株主、投資家などを対象とした英文財務諸表を作成し掲載

しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 IR室を設置しております。

その他
証券アナリストおよび機関投資家を対象として、要請に応じての取材対応なら

びに現場見学を実施するとともに、不定期に説明会を実施しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

コンプライアンス・リスク管理規定には、「ステークホルダーに対しての社会的責任を果たす
」旨を規定するとともに、情報管理および内部者取引管理規定には「ステークホルダーの当
社に対する理解促進と適正な評価に資することを目的として、法令・諸規則を遵守した公
正かつ適時適切な当社経営関連情報の開示に努める」旨などを規定しております。　

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

環境保全および地域社会への貢献を目指した企業市民活動の一環として、輸送の効率化
・モーダルシフト等の推進による排出CO2の削減を通じた「地球にやさしい物流サービス」
の提供に努めるとともに、クールビズ・ウォームビズの実践や植樹活動への参加を積極的
に行っております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

情報管理および内部者取引管理規定に、ステークホルダーに対する情報提供に係る方針
などについて規定しております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、「常に時代の風を読み、変化する社会の要請に即応しながら、一歩先のテーマに取り組み、企業価値の向上と、経営の安定に努め、ひい
ては豊かな社会の実現に貢献する」との経営理念を掲げ、総合物流企業として、継続的な成長の実現と、社会的責任の履践を目指しております
が、この目的を達成するため、当社では内部統制システムに関する基本方針を定め、体制・制度の構築と運用、および定期の見直しと改善を行っ
ております。

（1）取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

当社は、企業活動の基礎として法令順守を第一に掲げ、遵法精神の確立と実践を目的として当社グループ全体に適用される「上組グループ企業
行動憲章」を制定している。

当該規範に基づき、当社グループにおける内部統制体制の確立・推進のため「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、「コンプライアンス規
程」をはじめ社内規程の策定と、「企業倫理ヘルプライン」と称する内部通報制度の整備・運用を行う。

また、業務モニタリングのため、独立組織として社長直属の内部監査部を設置し、当社グループの監査を行う。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」その他関連する規程に従い、文書等に記録し適切に保存管理を行う。また、保存
管理する情報を、常時、取締役および監査役が閲覧できる体制を整える。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

事業運営上の様々なリスク管理については、「リスク管理規程」等に従い、当該分野の所管部署が対応を行うほか、コンプライアンス・リスク管理
委員会が当社グループ全体にわたる横断的な管理を行う。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社グループは、将来の事業環境を踏まえた中期経営計画を策定し、その目標達成に向けた具体的計画を立案・実行する。

また、定例の取締役会を原則として月に１回開催し、取締役の職務の執行状況の監督等を行うとともに、職務執行の有効性・効率性の確保のた
め当社および当社グループに係る重要事項については、当社の取締役会で決定することとする。

加えて、執行役員制度を導入し、経営の意思決定と監督、業務執行を分離することで経営の効率化を図る。



（5）会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

「関連子会社管理規程」を制定し、当社グループにおける経営上の重要事項や営業成績について、定期的な報告を義務付ける。

また、当社グループにおけるコンプライアンス、リスク管理体制、その他内部統制に必要な組織ならびに体制の整備については、当社のコンプライ
アンス・リスク管理委員会および各事業所に置くローカル委員会が行うとともに、当該運営に係る重要な方針等の決定を行い、当社の内部監査部
によるモニタリングを通じてその実施状況を監視する。

（6）監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項

社内より適任者を任命し、監査補助者として、監査役の業務をサポートできる体制を整え、監査の効率化と監査機能の充実を図る。

（7）前号の従業員の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

前号に定める監査補助者は、監査役より監査業務に必要な命令を受けた場合は、その命令に関して取締役、従業員から一切不当な制約を受け
ないこととし、また、監査補助者は、その職務の遂行に当たっては監査役の指示に従うものとする。

（8）取締役および従業員が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

当社グループの取締役および従業員は、監査役に対して、下記事項に関する報告を遅滞なく行う。

・当社グループに影響を及ぼす重要事項に関する決定

・当社およびグループの業績状況

・当社グループのコンプライアンス違反行為に関する事項

・企業倫理ヘルプラインにおける通報内容および当該通報に対する調査結果に関する事項

・経営会議等の重要な会議等で審議、報告された案件

・内部監査部が実施した内部監査の結果

・当社グループに著しく損害を及ぼす恐れのある事項

（9）前号により監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、前号による報告を行った者に対し、報告したことを理由とする不利益な取扱いを禁止し、内部通報者についても、内部通報を行ったことを
理由としていかなる不利益な取扱いも行わないことを規定する。

（10）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは債務の処理に係る方針に関する事項

当社は監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の
うえ、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理
する。

（11）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役が、取締役会などの重要な会議に出席し、職務の執行等に関する報告を受けるとともに、意見・情報交換などを行い、また、内部監査部お
よび会計監査人と事業年度毎の監査計画の策定および実施等について、定期的な打合せや意見・情報交換を行うことができる体制を構築する。

また、監査役が必要に応じて、重要な議事録、決裁書類等を閲覧できる体制を整備する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除への対応については、前記の行動憲章に基づき、別途「企業対象暴力に対する対応規定」を定めております。

また、企業防衛対策協議会に加盟し、警察署と連携して対応できる体制を整えております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社では、業績の拡大を通じて時価総額を高めることが、敵対的買収防衛の最も有効な手段であると考えておりますので、現時点において個別

具体的な防衛策を導入する予定はありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

（1）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた課題、検討施策等

当社では、中期経営計画における業績目標の達成にとどまらず、今後さらなるレベルでの企業成長を目指す中で、『経営監督機能および業務執
行機能の強化』が主要な経営課題の1つであると認識しております。

取締役会についてはガバナンス強化のため、本報告書冒頭にも記載のとおり、独立社外取締役を主構成員とする指名・報酬に係る諮問委員会の
設置（2023年度予定）を計画しております。

なお、将来的には取締役会構成員数の最適化を含めた取締役会のさらなる実効性向上や、執行役員への権限委譲その他の執行役員制度の見
直しを通じた執行機能の強化など、『経営と執行の分離』をさらに進めていくための施策を検討してまいる所存です。

（2）適時開示体制の概要

当社では、当社グループにおける重要な経営関連情報の報告体制を構築するとともに、経営責任者を委員長とする情報管理委員会を設置



し、法令・諸規則を遵守した適時適切な会社情報の開示に務めております。

なお、当該体制の模式図は別紙添付のとおりとなります。





【補充原則3-1-3】サステナビリティについての基本方針等

マテリアリティ（重要課題）

環境 環境負荷低減 排出量削減率
46%削減（13/3期比，削減量：45,575t-CO2）
※30/3期末排出目標 53,545t‐CO2

倉庫照明のLED化 自社倉庫照明LED化率 100%（30/3期末）
再生可能エネルギー発電量
（定温倉庫への太陽光発電設備設置）

自社定温倉庫への太陽光パネル設置率 100%（30/3期末）

ディーゼルフォークリフトのバッテリー
化

4t 以下フォークリフトのバッテリー化率 100%（30/3期末）

再生可能エネルギー由来電力の使用
全電力使用量に占める
再生可能エネルギー由来電力の割合

30％（30/3期末）

ISO14001の取得 ISO14001を本店含む複数店で取得

社会
多様な人財を活かした魅力ある
職場環境の創出

有休休暇取得率 65％（25/3期末）

階層別社員教育の充実 研修メニューの拡充

女性管理職比率 4% （35/3期末）

女性役職者人数 (管理職含む) 22/3期末比 20%増（25/3期末）

中途採用役職者人数 (管理職含む) 22/3期末比 20%増（25/3期末）

男性の育休取得率 10%（25/3期末）

アンコンシャスバイアス研修の受講率（管理職） 100%（24/3期末）
責任ある企業としての安全への
取組み

Gマーク取得促進 全事業所での取得

重大事故件数 ゼロの継続

交通事故件数 30%減（対前年比）

労働災害件数
労働災害指数
 度数率：0.80以下
 強度率：0.03以下

ドライブレコーダー搭載率 100%

BCP整備 全拠点でのBCP策定完了

IP無線の設置件数 全施設（30/3期末）

重大災害訓練の実施 年１回

非常用電源もしくは大容量バッテリーの設置
主要拠点（本店・東京本社・名古屋支社・福岡支
社）への設置（30/3期末）

災害備蓄品の備蓄

従業員数×1.1×３日分
※対象拠点数：27
（南海トラフ地震防災対策推進地域内
 の拠点数）

地域コミュニティとの連携強化 社会貢献活動の実施数 (拡大)

スポーツ・文化教育への貢献拡大 (拡大)
社会のニーズに応える事業活動
の推進

社会インフラ関連設備の輸送推進
※新エネルギー／交通インフラ関連設備等の輸送実績拡大

−

導入するDX施策の拡大 −

ガバナンス ガバナンスの強化 改訂CGCの各原則の遵守率 100%

取締役会実効性評価の実施と改善策への取組み 25/3期までに第三者機関による評価1回実施

取締役会の監督機能強化に向けた継続的取り組みの実施
指名・報酬委員会の設置
取締役会の適正な構成の追求

ステークホルダーの理解向上に資する開示の充実・透明性
向上

情報開示の充実・透明性の向上

コンプライアンスの徹底 重大なコンプライアンス違反件数 0件

コンプライアンス教育の充実
eラーニング等を活用したコンプライアンス研修の
実施など

オペレーショナルリスクの低減
営業所単位でのリスク管理
社内共有で類似ミス等を防止

業務コンプライアンス知識の醸成 コンプライアンステキストの実施・効果測定

コンプライアンス・アンケートの認識率 認識率の向上

相談窓口対応件数 件数の開示

リスクマネジメント 情報セキュリティ教育実施回数 5〜10回/年

事故件数(情報漏洩、サービス停止など) 0件/年

情報セキュリティ対策の推進
推進内容の開示（サイバーセキュリティ委員会を中
心に検討中）

情報セキュリティの強化

16

人権・多様性の尊重

当社に最適な体制の維持・構築

16

取締役会・監督機能の実効性向上

取締役会の監督機能強化

コーポレート・ガバナンスに係る開示の充実・
透明性向上
・全社員のコンプライアンス意識の向上
・企業活動における不適切な行動、交流の防止

8,10,16

受付窓口の認知度・活用

業務における防災・減災

3,8,11,13レジリエンス強化

企業市⺠活動の拡大
4,11,17

顧客ニーズ・社会的課題への対応
8,9,11,17

DXの推進

目標値

CO2排出量削減

7,12,13

環境マネジメントの推進

健康経営の推進

4,5,8,10

人財育成の強化

サステナビリティ
対応する
SDGsマテリアリティ

（区分）
マテリアリティ

（項目）
課題 KPI
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TCFD 提言に基づく情報開示 

 

当社は、地球環境の保全が人類共通の重要な課題であるとの認識のもと、事業

活動と環境保全の調和を志向し、環境に配慮した事業活動の実践による環境

負荷の低減に努めています。 

2015 年に金融安定理事会（FSB）により設置された気候関連財務情報開示タ

スクフォース（TCFD）が取りまとめた提言に賛同し、気候変動が金融市場に

もたらすリスクを分析・評価し、同提言が推奨する「ガバナンス」「リスク管

理」「戦略」「指標と目標」の項目に沿った情報開示を行います。 

 

■ ガバナンス 
 

当社では環境変動にかかる課題を審議・決定する機関として、管理部門担当取締役を本部⻑とする「環境保全推進本部」

を設置しており、方針や施策について審議・決定を行い、重要な内容については取締役会へ必要に応じて報告または付議

します。 

また、同本部において脱炭素化目標を含む当社マテリアリティの進捗や成果を管理し、改善の必要性などを含めて年１回

以上取締役会へ報告するとともに、必要な施策について立案を行います。 

 

 
 

取締役会

環境保全推進本部
本部⻑：管理部門担当取締役

構成員：各管理部門⻑
総務部⻑・人事部⻑・財務部⻑・情報システム部⻑
経営企画部⻑・内部監査部⻑・リスクマネジメント部⻑

事務局：総務部

各事業部・支店/出張所・子会社

諮問/指示

啓発・推進 進捗報告

立案/進捗報告
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■ リスク管理 
 

当社では「環境保全推進本部」を中心に、中⻑期的な時間軸で、２℃シナリオおよび４℃シナリオ環境下での気候変動に

係るリスクと機会を特定しています。特定されたリスクと機会は同本部において定期的に再評価し、年１回以上取締役会

へ報告または付議します。 

 

 

■ 戦略 
 

当社では気候変動に係る中⻑期的な当社事業へのリスクと機会について、２℃シナリオ（気候変動に対する厳しい対策を

とれば、産業革命時期比で 0.9℃〜2.3℃の気温上昇が想定される）および４℃シナリオ（現状を上回る温暖化対策をとら

なければ、産業革命時期比で 3.2℃〜5.4℃気温の上昇が想定される）を想定し、各種パラメーター情報をもとに、財務影

響を分析・検討しました。 

 

分類 
想定されるリスクと機会 

損益への影響＊ 

(2030 年度想定) 

リスク 機会 ２℃ ４℃ 

移行 

リスク 

政策・ 

規制 

炭素税等のコスト増加  −−  

当社排出目標達成のための証書（非化

石化証明など）の購入コスト増加 
 − − 

技術 
環境対応機器・設備の導入コスト増加  −−− −−− 

 エネルギーコスト低減 ＋＋ ＋＋ 

市場 

エネルギーミックス見直しによる作

業減少 
 −  

 
再生可能エネルギー普及による作業

増加 
＋＋＋  

 
低炭素輸送（内航船輸送など）普及に

よる作業増加 
＋＋ ＋ 

物理 

リスク 

急性 
異常気象による自社施設への被害/復

旧の⻑期化によるサービス停⽌ 
  − 

慢性 

夏期の労働環境悪化による作業効率

低下に伴う人件費増加/環境改善コス

ト増加 

  − 

＊ 損益への影響については、プラス（＋）またはマイナス（−）記号で表⽰しており、それぞれの記号が多いほど影響が⼤きいことを表

します。 
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99,120 
88,902 

53,545 

2013年度実績 2021年度実績 2030年度目標

 
■ 指標と目標 
 

・温室効果ガスである CO2 の削減 

世界的に脱炭素社会実現への動きが加速する中、日本政府もカーボンニュートラル達成に向けた CO2 削減目標を示してい

ます。 

当社は、政府目標に合わせ、中期目標として、『2030 年度までに、CO2 排出量（国内スコープ１＋スコープ２）の 2013 年

度比 46％削減』を設定しました。 

なお、⻑期（2050 年度）目標の設定についても、カーボンニュートラルの実現が地球規模の命題であることを理解し、実

効性の観点を踏まえ検討を続けてまいります。 

 
 

単位：t-CO2 

△約 10% △約 46% 


